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デジタル教科書をめぐって

日本のデジタル教科書：これまで
　2009 年度の補正予算以後、小中学校において「電子
黒板」（1）は、すっかり有名なものとなった。この次の世
代の教材として注目されるのが、「デジタル教科書」（2）

である。現在、「デジタル教科書」として市販されて
いるものは、教員が「電子黒板」上に投影して、児童・
生徒に提示することを目的とするものである。これに
対して、導入に向けての検討が進められているのは、
児童・生徒が 1 人につき 1 台の端末を使い、教科書や
ノートと同様に使うことのできる、「学習者用デジタ
ル教科書」である。1 人 1 台のノートパソコンの使用は、
2000 年代初めから導入事例はあった（3）が、本格的な議
論になったのは最近 1︲2 年のことだ。
　「学習者用デジタル教科書」（以下「デジタル教科書」
とする。）とは、どのようなものだろうか？主に教科
書製作や端末供給、コンテンツ制作といった企業の側
から、積極的にデジタル教科書に関する提言を行って
いるデジタル教科書教材協議会（DiTT）は、デジタ
ル教科書に求められる機能として、様々な要件を挙げ
ている（4）。例えば、低学年の子どもの負担にならない
程度に軽いこと、壊れにくいこと、タッチパネルや手
書き、さらに音声での入力が可能であること、カメラ
とマイクがついていること、Wi︲Fi などの高速無線通
信機能を備え、インターネット接続が可能であり、コ
ンテンツを自動的にダウンロード可能であること、動
画の再生ができること、などである。すなわち、「教
科書」という名前ではあるものの、目標としているも
のは単なる紙の教科書のスキャンでも電子書籍端末で
もなく、スマートフォンやタブレット PC の水準のも
のであり、またコンテンツとしての教科書だけでなく、
ノートと筆記具の機能も兼ねるものである。
　コンピューターを用いた学習というと、単なる計算
問題の正誤の判定や、暗記のための反復演習のような
ものを想像しがちであるが、デジタル教科書に求めら
れている機能はより高い。では、このような道具を、
教室で使うことのメリットは何だろうか？デジタル教
科書の導入に積極的な識者の多くが最終目標として提
示するのは、「教育の質の向上」、特に、ICT 機器を活
用して、子どもが互いに教え合い、学び合う「協働教
育」（フューチャースクール）である（5）。ある生徒が
デジタル教科書に書いた考えを、即時に電子黒板に投
影して、他の生徒の考え方と比較することや、遠隔地
の学校と同時に授業を行って意見を交換するといった
ことが可能になる。教員は手元の端末からクラス全員

動向レビュー
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のノートの内容を把握することが可能であり、普段は
なかなか手を挙げないような子がノートによいことを
書いていれば、その内容を把握して、発言を促すこと
もできる（7）。
　他にも、教科書がデジタル化されることの長所は多
いという。英語の発音や、理科の実験など、音声や動
画によるコンテンツを児童・生徒に供給することは、
紙の教科書にはない魅力である（8）。内容の更新も容易
であり、誤植があったとしてもすぐに訂正ができる。
文字の拡大や縮小、音声情報の提供やインターネット
を通じたコミュニケーションは、弱視の子どもへの拡
大教科書の提供や、入院中の子どもへの遠隔教育と
いった、特別支援教育にも資するであろう（9）。さらに
重要な点は、紙の教科書にはない長所を活かすことに
よって、自ら意欲的に学ぶ環境がすべての子どもに平
等に開かれることである（10）。1 人 1 台の端末であれば、
自宅に持ち帰ってインターネットに接続し、教材の自
習や調べ学習をしたり、電子メールで情報交換をした
りすることで、興味のある分野を深く勉強することも
可能なのだ。
　既に、デジタル教科書は政策課題の 1 つとされてい
る。2009 年 12 月、当時の原口一博総務大臣（兼内閣
府特命担当大臣（地域主権推進））が発表した「原口
ビジョン」では、「地域の絆の再生：2020 年時点です
べての世帯（100％）でブロードバンドサービスを利
用」という見出しの下に、施策例として「フューチャー
スクールによる共同型教育改革」を挙げ、「デジタル
教科書を全ての小中学校全生徒に配備（2015 年）」と

「フューチャースクールの全国展開を完了（2020 年）」
という 2 つの目標を掲げた（11）。総務省は、2010 年度
から、児童 1 人 1 台のタブレット PC を用いた「フュー
チャースクール推進事業」の実証研究を、全国の 10
小学校で行っている（12）。また、これとは別に、「地域
雇用創造 ICT 絆プロジェクト（教育情報化事業）」と
称する単年度の交付金事業を行い、全国の 46 小中学
校が採用された（13）。
　「原口ビジョン」に続く形で、文部科学省は、2010
年 4 月に「学校教育の情報化に関する懇談会」（14）を設
置し、その後 1 年間にわたる議論の結果、「教育の情
報化ビジョン」を取りまとめた（15）。この中では、総務
省と連携した ｢学びのイノベーション事業｣（16）による
実証研究の実施や、教員への支援、基礎的教材として
のデジタル版「情報活用ノート（仮称）」の開発など
が 2020 年度に向けた教育の情報化に関する総合的な
推進方策として掲げられている。ただし、「教科書・
教材の電子書籍化、マルチメディア化について」は、「デ
ジタル教科書・教材の教育効果、書籍一般の電子書籍
化の動向等を踏まえつつ」「制度改正も含め検討」と

記されており、慎重さが窺える。
　これに対して、前述の DiTT が掲げる目標は、各省
が掲げる達成目標よりも大胆なものである。2011 年 4
月に発表された「DiTT ビジョン」（17）及び「DiTT 第一
次提言書」では、1 人 1 台の情報端末、全教室への超
高速無線 LAN の整備、全教科のデジタル教科書・教
材の開発の 3 項目を 2015 年までに行うことを提言し
ている（18）。DiTT は、目標を前倒しする必要がある理
由として、PISA（OECD 生徒の学習到達度調査）に
おける順位低下（19）や、国民 1 人あたり GDP（国内総
生産）の順位低下（20）などに示される国際競争力の低迷、
公的教育支出の対 GDP 比の低さ（21）、海外諸国の教育
の情報化に対する取組みが日本よりも早いことなどを
挙げている。
　一方、デジタル教科書の導入には、反対論や慎重論
もある。子どもの想像力の低下や読書量の減少、教員
の指導力の低下など、様々な懸念材料が挙げられてい
る（22）。
　日本化学会などの理数系 8 学会は、2010 年 12 月に、

「『デジタル教科書』推進に際してのチェックリストの
提案と要望」を公表した（23）。この中では、「『デジタル
教科書』の活用」が「教育における重要な課題であり
かつ、将来にわたってわが国の教育を高めていく上で
必須のものである」と述べた上で、「『デジタル教科書』
は、あくまでも教育の手段であり、目的とするのは教
育を高めていくことであるのを忘れてはなりません」
としている。また、チェックリストの項目には、例え
ば「事項 3：『デジタル教科書』の使用が、児童・生徒
が紙と筆記用具を使って考えながら作図や計算を進め
る活動の縮減につながらないこと。」が挙げられてい
る。そこでは「学びの基本的な技法である、ノートの
取り方、直接動かすことができる教具や図を用いて考
える方法、観察や実験の結果を写真ではなく図や言葉
で記録する方法（中略）等が十分に身についていない
学齢において、紙と筆記用具をソフトウェアで代替す
ることは適切でない」と解説が付されている。8 学会
はこのチェックリストが「世界的に見て低くない我が
国の教育水準を維持し、さらに向上させるために、必
要と思われる事項」であるとしている点も見逃せない。

海外のデジタル教科書事情
　では、デジタル教科書は、海外ではどのように導入
されているのだろうか？
　先進的な事例としては、韓国、シンガポール、台
湾が挙げられる。韓国では、2013 年を生徒 1 人 1 台
のタブレット PC 導入の目標としており、2007 年
から実証研究を進めてきた（24）。シンガポールでも、
FutureSchool@Singapore と名付けられた実証研究が
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2008 年から続けられている（25）。台湾でも普及が進ん
でおり、端末の購入ができない経済的に困窮した家庭
の子どもには、民間の財団が教材入りの端末を無償で
供与する動きもある（26）。欧州では、英国やポルトガル
で導入が進められている（27）。
　州ごとに教育制度が異なる米国でも、デジタル
教科書は普及しつつある。2009 年 5 月、カリフォ
ル ニ ア 州 の シ ュ ワ ル ツ ェ ネ ッ ガ ー（Arnold Alois 
Schwarzenegger）知事（当時）は、州規模としては
全米初の試みである、高校生用デジタル教科書のコ
ンテンツの州による無償配付を目的として、知事部
局や州教育省、州教育委員会から成る Free Digital 
Textbook Initiative を立ち上げ、教科書会社や非営
利組織などにデジタル教科書の作成を求めた。同年
8 月、州教育省に設置されている California Learning 
Resource Network は、提出された教科書がカリフォ
ルニア州の指導基準を満たすものであるかどうかを評
価し（28）、10 月から実際に数学と理科のデジタル教科
書を用いた授業が行われることとなった。これによっ
て、生徒は重い教科書を持ち歩く必要はなくなり、州
は教育水準の向上に加え、平均 100 ドルの紙の教科書
を配付しないことで 3︲4 億ドルの支出を削減すること
ができるだろう、とシュワルツェネッガー知事は述べ
ていた（29）。計画が発表された当初は、「端末が普及し
ていないのだから意味がない」「各学校には端末より
先にプリンターを配付すべきだ」（30）「印刷しないから
といって、教科書を無料にできるはずがない」（31）といっ
た批判も多くあったが、現在では少しずつ普及が進ん
でいる。米国では大学の分厚い教科書を電子書籍化す
る取組みが先行しており、教科書会社も K︲12 と称さ
れる初等中等教育での取組みには懐疑的であったもの
の、現在では商機を見出している会社も現れていると
いう。デジタル教科書によって初めてコンピューター
を持った生徒が、端末を家に持ち帰って家族と共有す
ることで、さらに学習を深めるといった効果もあるよ
うだ（32）。
　導入には否定的な見方もある。シカゴ大学のマラ
ムッド（Ofer Malamud）助教らは、低所得世帯にコ
ンピューター購入のためのバウチャーを配付したルー
マニアで調査を行い、その結果、バウチャーを受け取っ
てコンピューターを購入した家の子どもはコンピュー
ター操作能力が向上するものの、学校の成績は上がら
ない、という結論を得た（33）。家庭のコンピューターは
宿題のためにあるのではなく、専らゲームのために使
われていたことがその理由であり、コンピューターの
使用について親の監視がある家庭では成績の向上が見
られたという（34）。他の研究者からも同様の報告が行わ
れており、それらをまとめると、コンピューターがあ

れば学力が伸びるという事実は見られないというの
だ（35）。
　このように、各国でもデジタル教科書をめぐっては
様々な議論が起きているものの、総じて導入は進みつ
つある。しかし、外国でのデジタル教科書の導入状況
を見た上で、日本はその流れに乗り遅れるべきではな
い、と考えるべきなのだろうか？上記の例で言えば、
米国・カリフォルニア州では州予算の逼迫への対応、
韓国では所得格差や地域格差の解消（36）という、それぞ
れ独自の課題を解決するための手段としてデジタル教
科書が取り入れられている。シンガポールと日本では、
国の大きさがまったく異なる。また、教科書採択の制
度も、教科書の授業内での扱われ方も、国によって異
なる。教育事情は国ごとに様々であり、デジタル教科
書という教育インフラの 1 点だけに注目して「進んで
いる」「遅れている」といった評価を行うのは妥当で
はないと言えるのではないか。

日本のデジタル教科書：これから？
　日本でのデジタル教科書の本格的な導入までには、
まだ課題が多く残っている（37）。まず考えられるのは、
莫大なコストである。小学校の 1 学年は全国で約 100
万人であり、毎年新 1 年生に端末を無償で供給すると
すれば、1 台あたり 5 万円と仮定して、端末代だけで
も総額 500 億円となる。端末の更新や修理を考慮すれ
ば、この額はさらに増加することが見込まれる。現行
の、小中学校 9 学年の（紙の）教科書無償給与に必要
な額は年間約 395 億円であり（38）、これと比較するだけ
でもその規模が窺えよう。学校内のネットワークの充
実や、デジタル教科書として扱うに適した端末の開発
にも時間と予算が必要である。
　また、現在のデジタル教科書は、「教科書」とはい
え教科書検定制度の中に含まれるものではなく、教材
の 1 つとして扱われている。デジタル教科書を検定の
対象とするのであれば、デジタル教科書に対応した検
定の手法を考える必要があろう。文字だけではなく、
音声や動画の内容、インターフェースまでを考慮した
ものになるとすれば、検定をする側の手間も増えるこ
とになる。著作権の観点からも、デジタル教科書を「教
科書」として扱うかどうかは重要な問題である（39）。
　教科書会社も対応を迫られる。デジタル教科書の教
材開発には、紙の教科書以上のコストが見込まれる。
また、教育委員会や学校は、教科ごとに異なる会社の
教科書を採択するが、例えば算数の教科書と理科の教
科書のインターフェースが全く異なるのであれば、児
童・生徒にとっては使いにくいものになってしまう可
能性もある。教科書会社の間で調整が図られるのか、
もし調整が図られるとすれば、できあがるデジタル教
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科書のコンテンツには、あまり違いは現れないのでは
ないか。
　当然、教員も対応が必要となる。デジタル教科書を
授業内でどう使いこなすか、というだけでなく、情報
インフラに関する知識や、トラブルへの対応なども必
要となる。教員だけでなく、外部の専門家など、教員
を支援する体制も必要であろう（40）。
　これらの課題を 1 つずつ解決することも必要である
が、それと並行して必要なのは、試行と分析の着実な
繰り返しである。現状の教育のあり方を批判すること
は簡単ではあるが、それは個人の経験や世論ではなく、
事実に基づく必要がある。また、そもそも、教育手法
の変化の成否は、短期的に明らかになるものではな
く（41）、あえて数年のうちにデジタル教科書の成果を見
出そうとするのであれば、その評価基準に相当の妥当
性が求められよう。スケジュール先行ではなく、冷静
な分析と考察や、「熟議カケアイ」（42）のような意見公募、
さらには教育の情報化だけでなく、より教育の本質的
な部分にまで踏み込んだ議論も必要となるであろう。
　デジタル教科書に関する議論はまだ始まったばかり
であり、識者の間でも、導入の手法や授業内での活用
のあり方などについて様々な意見がある（43）。長年続い
てきた教育のスタイルを大きく変えることになるだけ
に、今後数年はこの議論から目が離せない。

（調査及び立法考査局文教科学技術課：澤
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